
58

超高齢化社会における暮らしとまちづくりの多様な接近「地域包括ケア」と生活協同組合

Ⅰ　座長解題

１．上からの「バリューチェーン論」に
　　対抗して
　くらしと協同の研究所の自主研究会「協
同組合バリューチェーン研究会」という私
どもの研究会は 2014 年６月に誕生いたし
ました。振り返って、当時の私どもの問題
意識について確認しておきますと、おおむ
ね以下のようなものではなかったかと思い
ます。
　『農林水産業・地域の活力創造プラン』

（2013 年 12 月決定、14 年 6 月改訂）が現
政権の農政の中心に位置づけられています
が、この『プラン』が打ち出した「農林漁
業の成長産業化のためには需要と供給をつ
なぐバリューチェーンの構築が不可欠」１）

とする「バリューチェーン旋風」が吹き荒
れていました。しかし肝心の「農林漁業の
成長産業化」が、既存の担い手によるので
はなく、企業の参入によってこそ実現可能
という考えに基づくものですから、いわば

「地域不在のバリューチェーン論」になり
かねないという危惧を感じざるを得ないも
のであったわけです。加えて、JA 全中ま
でがこれにすり寄るような対案を打ち出し
たものですから（『JA グループ営農・経済
革新プラン』2014 年４月）、現場ではこれ

らの「バリューチェーン論」は相当根強い
違和感をもって受け止められていました。
　それで私どももそこは単純に「協同組合
が中心に座るようなバリューチェーン論」
があってもいいのではないか、あるべきで
はないかと考えたわけです。

２．地域での生産者と消費者の関係づくり
　一方、これまでの生協と生産者、地域の
関係づくりの取り組みの流れについてみま
すと、1960 年代に始まったとされる産直、
そして地産地消の取り組み（京都生協の場
合、2009 年６月『商品政策（産直政策）』
の改訂、2012 年６月『地産地消政策』の
確立）、さらに「協同組合と地域との連携
によるバリューチェーンの形成」という流
れを確認しておきたいと思います。しかし、

「流れ」と申しましてもこれは決して「発
展段階」としてとらえるべきものではなく、
むしろすべてが同時並行的に、混在して流
れているものとしてとらえる必要があるの
ではないでしょうか。そして本日報告して
いただく「山形置賜自給圏構想」もまた、
広義には、「もうけを最大限地域に還元さ
せる地域経済の仕組みづくり」とみること
ができるのではないでしょうか。

３．事例に学ぶメゾ領域でのさまざまな取
　　り組み

【１】国家戦略特区の農業特区として認定
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生協の役割・可能性を考える

小池 恒男（滋賀県立大学名誉教授）

１）ここではバリューチェーンは、「付加価値向上の
ための連鎖」という意味でつかわれています。
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された新潟市の「ニューフードバレー
特区」、養父市の農業特区（いずれも
2014 年３月指定、もちろん反面教師
として…）

【２】山形の置賜自給圏機構（構想）
【３】 宮城の「食のみやぎ復興ネットワー

ク」
【４】ならコープの「吉野共生プロジェクト」

の取り組み
【５】愛媛の株式会社地域法人「無茶々園」

代表取締役　大津清次
【６】鳥取県畜産農協『東部地域畜産クラ

スター計画』
【７】（一社）オホーツク・テロワール（北

海道紋別市）、身近なところに学ぶべ
きさまざまな類似の取り組みが展開
されています。

Ⅱ　報告
　井上肇（置賜自給圏推進機構専務理事）

　はじめに、置賜自給圏構想の草案づくり
の中心となった長井市のレインボープラ
ン、高畠町有機農業研究会、生活クラブや
まがたの三者についての紹介がありました
が、紙面の都合上省略させていただきます。

１．置賜自給圏の概要
　資料「地域資源を基礎にした“置賜自
給圏推進機構”に関する基本的な考え方」

（P67 資料参照）にそってお話を進めてま
いります。私は、置賜３市５町の自然の豊
かさや資源は宝だと思っています。先ほど
お話があったとおり、稲作農業がメインで
す。基本的な考え方は後でご説明しますが、
目指すは食とエネルギーの自給と自立で、
加えてそこに教育などいくつかの分野を位
置づけています。いろいろなことが入って
きます。この１年間はそれぞれの部会で研

究を続けており、まだ事業化はしていませ
んのでほとんど赤字状態です。
　学校給食の現場でどのくらい地元のもの
を食べているかを調査していますが、意外
にも米沢地区と小国町、高畠町では地元の
ものを使っていました。給食の献立を立て
る方たちに地元志向の方が多く、その人た
ちが一生懸命、運動をしているからです。
直接、地元の生産者の人と交渉し、欠品な
どがない限り、できるだけメニューを変更
しない努力をされています。ただ産直でや
るとクレームが来るのだそうです。学校給
食には利権があって、地元の八百屋や流通
業者を通さないとそこからクレームが来る
ので、伝票上はそのような形をとっていま
すが、事実上は産直に近い形です。米沢市
の場合ですと、我々の運動の甲斐があった
のかどうか分かりませんが、現場では食器
洗いは全部、石鹸です。合成洗剤は一切使っ
ていません。
　エネルギーについては、田んぼや畑、特
に休耕田には、太陽エネルギーのきんきら
きんが目立っていますが、これでいいのか
と思うぐらい景観が悪いですね。間もなく
長井に、バイオマスの大きなエネルギー施
設ができるのですが、置賜地区の山の木を
全部、伐採しても足りないくらいの生産量
になるそうです。それも外部資本にではな
く、地元の資本に仕事を発注して、その方
たちも潤う、地元に合ったエネルギー、し
かも売電ではなく自給するエネルギーを目
指すべく、今、再生可能エネルギー部会で
は、江口理事が鉛筆なめなめ一生懸命、調
査研究費を工面して、置賜地区にふさわし
いエネルギーの研究にあたっています。
地産地消推進でいうと、「土と農に親しむ」
部会と「食と健康」部会が、一体化する可
能性が極めて高いです。それぞればらばら
に活動していますが、この分野を突き詰め

第２分科会
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ると、地域資源、循環農業に行きつきます。
ですから、「資料」に示されているように、
今は８つの部会に分かれていますが、事業
上は全部取りまとめたひとつの部会として
の事業をやる可能性も、現段階では強く
なってきています。
　「土と農に親しむ」部会では、ほとんど
の家庭で家庭菜園を営むことができないか
と検討しています。ただ、マンションやア
パート住まいの方もおられるので、余って
いる田畑を利用させてもらうなどして、市
民農園も推進していく必要があります。こ
ういうことを私たちは「住民皆農」といっ
ています。ロシアのダーチャをモデルにし
つつ、ダーチャほど大きくなくてもいいの
で、小さいながらもそういうことができる
仕組みづくりを模索しています。
　機構の会員構成についてみますと、現
在、会員 309 名中、個人会員正会員 243 名、
団体 28 社、賛助会員は個人 34 名、団体４
社です。中でも飯豊町役場は、町長をはじ
め部長クラスも入っていますし、団体とし
ても入っています。一番の難関は米沢市と
JA おきたまです。JA おきたまには最初に
声をかけて、準備会の段階から会議に入っ
てもらいましたが、やはりなかなか難しい。
組合長は「あそこは社会運動の場だ」と
言っているそうですが、その通りなのです。
JA にとっても最高にいい社会運動ではない
かと思いますが、どうも毛嫌いされています。
　もうひとつ、うちのメンバーに、参議院
会派の「みどりの風」に所属していた舟山
康江・元議員がいます。TPP 反対で安倍
首相に食ってかかった人です。一昨年の参
議院選挙で、安倍首相自ら、徹底して置賜
地区を攻めてきて、舟山さんは落選しまし
た。山形県のJAもTPPに反対でしたから、
各 JA はそれぞれの地域で舟山さんの後援
会に入り、「反自民」で押していったので

すが、なぜか置賜地区の JA だけは地域の
一般的な後援会とは別に、JA おきたまと
しての後援会を作りました。私は、あれは
自民党に対しての保険だったと思っていま
す。案の定、わずかな差で舟山さんは敗れ、
大沼瑞穂という東京財団出身の、自民党の
落下傘候補が当選しました。山形県は選挙
までもがフランチャイズなのです。
　今年 10 月に山形市長選がありますが、
その候補者も東京財団から下ってきます。
今、山形県の政治を牛耳っているのは、こ
の間、オリンピックの担当大臣になった遠
藤利明さんで、大臣になったから山形市長
選には大きな影響がでてくるものと思いま
す。そして、１年半後の山形県知事選でも、
自民党は何とか候補者を立てて、今の吉村
美栄子知事を落とそうとするでしょう。吉
村知事は、政治は素人ですが農業に非常に
一生懸命で、我々の感覚でいろいろなこと
をしてくれます。置賜自給圏に対しても、
菅野さんが話しに行った時は相手にされな
かったのですが、影では一生懸命やってく
れているそうです。農林水産部長が、我々
をバックアップしてくれて、いろいろな情
報を流してくれています。そういういい状
況を続けていくためには、なんとか反自民
でやってもらいたいと私は思っています。
そうは言ってもうちの顧問には、鈴木憲和
さんという、元農林水産官僚の自民党代議
士もちゃんと控えてはいるのですが。
　８つの部会には、希望する会員の方たち
がそれぞれ入って活動をされていますが、
実際に活動に参加されている人たちは、一
部会当たり 10 人前後です。ですから 80 人
から 100 人ぐらいの人たちが、毎月いろい
ろな活動をされているということです。

２．置賜自給圏の役割
　つぎに、私が思っている置賜自給圏の役
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割についてお話ししますが、これは他の人
の考えとは少し違うので、私見として聞い
ていただきたいと思います。
　まず、私はこれを「第７次産業化」と言っ
ています。置賜地区は雪国ですから、冬は
野菜を漬物にしますし、みそやしょうゆも
ほとんど自家製で、もともとは６次産業の
町だったのです。６次産業では、助成金を
使って、いろいろなものを研究・開発して
いますが、成功事例はあまり聞いたことが
ありません。
　私はそれをもって、外に対して打って出
る、ないしは生産者ももっと工夫して、複
数の生産者がつながることで、さらに別な
ものを作ることが必要だと思います。その
中での我々の役割をキーワードでいうと、

「パブリック」、「パートナー」、特に「プロ
デュース」や「プロモーション」が我々の
役割かなあと思っています。我々と一緒に
やることで、唯一の「プレミアム」（付加
価値）がつくような、もうかるだけではな
くて、内容的にも誰からも後ろ指をさされ
ないものを作りだしていきたいと思ってい
ます。そして「ポジション」、ゆるぎない
場を作った上で、「パワー」をもって「プ
ラン」を進めるのが、我々の第７次産業と
しての役割です。
　我々が役割を果たしていくにあたって
は、置賜自給圏には生産者や業者、市民、
自治体が入っていますから、ここがどう
やって結びつくかということが問われま
す。うちのメンバーもそうですが、皆さん
どうしても、自治体に顔が向くのです。「自
治体が金を出せ」「自治体はもっとこんな
ふうにしろ」と言うのですが、私だけは「民
間」と言っているのです。民間が動かない
と自治体は動きません。
　先日、あるコンサルタントの方が、突然、

「道の駅」のことで相談に来られました。

うちのもうひとりの代表で、山形大学工学
部の大学院の高橋教授と親しい方なのだそ
うですが、今度、福島～米沢間を 30 分で
結ぶ高速道路ができ、その間に道の駅を作
ることが、国土交通省で決まったのです。
高速だけではなく、下の一般道を走ってい
る人たちも利用できる道の駅で、全国でも
あまり例がないものです。ただ、全国に
1100 近くある道の駅で、採算ベースにのっ
ているのは２割、200 軒あるかないかだそ
うです。20 億円使って、最大に注目され
るものを作りたいということで審査が通
り、米沢市がどういうものを作ってどうい
うことをやりたいか、聞きに行ったところ、

「JA さんに任せようと思っています」と
言われたそうです。JA に丸投げしてしま
うと、朝市みたいなものをやって終わって
しまう。コンサルタントの人は、どんなも
のを作っていいか分からず、困ってしまっ
て、うちに来たというのです。じっくりい
ろいろなメンバーと話をされ、ぜひ我々も
メンバーになってほしいという話で、そう
なったのですが、つまり今、自治体そのも
のに、ものを考えられるだけの人がいない
のです。私は、結論から言うと、そこで鍵
を握るのは生協だと思っています。
　自治体が地域の発展を願っていることは
間違いありませんが、何をしていいか分か
らないようです。ベンチャー起業と雇用を
考えて助成金を持ってくるなど、いろいろ
なことをやってはいるのですが、なかなか
うまくいかない。その時に私は生協の可能
性というものを感じるのです。というの
も、生協はこれまで、地域を作るコーディ
ネーターの役割を担ってきたからです。「産
学協」という新しい産業の形態を模索する
べきではないか。「協」というのは協同組
合のことで、ここには「農協」も入ります
が、極めて大事なのは「生協」です。この
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中で新しい経営者を誕生させるわけですか
ら、誘致費用は要らないのです。そのこと
によってベンチャー企業と雇用が司られる
のではないでしょうか。
　その基本は、人間らしく生きることだと
思います。今までは経済優先主義で、いか
に付加価値を高くして値段を安くするかを
追求してきましたが、人間らしく生きるこ
とを基本とする、これができるのは生協に
しかないだろうと。
　そして、中小の基幹産業がたくさんあっ
た方がいいと思います。大企業がどんと
あった場合、どんなことが起きているかと
いうと、水俣のチッソを思い出して下され
ば分かります。そのチッソが、水俣病とい
う事件をひとつ起こしただけで、水俣の町
がどうなっていったか。ただ水銀で侵され
ただけではなくて、患者同士がいがみ合う
町になってしまった。
　それと同じようなことが今、福島で起き
ています。原発事故以来、あそこにはもう
人が住めなくなっています。しかしそうい
う状態になっても、住民が皆、原発に反対
しているわけではありません。よく聞く
と、「もう一度原発を稼働してもらいたい」
と思っている人たちも、かなりの数いらっ
しゃいます。生まれた時から東京電力のお
金によって町が栄え、個人の所得が福祉と
して返ってきて、個人の口座にいくらかの
お金が定期的に入ってくるからです。そう
いう育ち方をすると、そういう考え方に
なってしまうのです。一方同じ福島でも、
二本松や福島市や郡山市など、ホットス
ポットがあって、子どもたちの健康を考え
れば住むのは危険だと思っている人たちが
いる。その人たちは身銭を切って、米沢を
はじめ全国各地に移り住んでいるのです。
この違いです。そして同じ福島県の人が、

「原発近くの住民たちは危険を承知して誘

致していたんじゃないですか」と言うので
す。こんな残酷なことはありません。
　なぜそんなことになったかというと、水
俣とまったく同じ構図で、大きい基幹産業
がその町を牛耳っていたからだと、私は思
います。そうではなくて、500 人規模の中
小の基幹産業がたくさんあった方がいいの
です。
　私がこちらにお邪魔する時、米沢駅でセ
ゾンファクトリーというジャム会社の会長
とばったり一緒になりました。セゾンファ
クトリーは今、テレビ番組や経済誌などで
も特集で取り上げられている、高畠町の
ジャム屋さんです。後発の小さなジャム屋
さんが、今なぜ注目されているかというと、
首都圏の大きいデパートや駅で、おしゃれ
なデザインのジャムを販売したところ、馬
鹿みたいに売れていて製造が追いつかない
のです。工場には、地元の小学生や中学生
がどんどん見学に来ます。今、380 人が勤
めているそうです。会長が言うには、自分
はこうして外に出て、セールスに歩き、庄
内銀行の常務を退任された方に中に入って
もらっているけれど、働く人たちを取りま
とめて技術を磨く人というのは、本当にな
かなかいないのだそうです。小さくても地
元で頑張っている企業が、雇用を創出すべ
きだと思いますし、その鍵を握っているの
は生協だろうと思っています。

３．持続可能な地域経済を求めて
　持続可能な地域経済のためには、まずは

「企業誘致」という幻想を何とか改めない
といけないのではないでしょうか。いつの
間にか企業誘致が当たり前になって、皆が
労働者になってしまったのです。チッソと
か原子力発電所といったビッグバンの誘致
企業が入ってきて、イオンやヤマダ電機と
いう流通が入ってきて、地元のお金が皆、
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吸い取られていく。落ちるばかりではなく、
吸い取られていくのです。
　今や農家が野菜をスーパーで買う時代で
す。本当に笑ってしまいますが、置賜には

「当用野菜」というものがあって、10 月下
旬から 11 月にかけて、大根や高菜、白菜
などを、各家庭で洗って干して漬物にしま
す。我々はその注文を受けて、各家庭に配
達するのですが、年々、農家への配達が増
えています。「自宅で作らないのですか」
と言うと、「赤字になるから作らない、買っ
た方が安い」と。こんなことを言わせてい
いのかなと思います。経済優先主義という
のは、一歩間違うと、そうやって文化を無
くしてしまうことになるのです。菅野さん
が、いくら土づくりがどうのこうのと言っ
ても、土を作る人がいなくなってしまう。
　日本はもともと家業から始まり、１人ひ
とりが経営者であり職人であり芸術家でし
た。そうして町が形成されて、町内や隣組
で助け合いがあって、自治を作っていった
はずなのですが、自治が無くなっています。
だから、私はもう一度、ベンチャー企業で
も、新しい試みでも何でもいいから、やは
り皆が職人になったり芸術家になったりす
べきだと思うのです。
　置賜地区では今、林業が壊滅状態です。
隣との仕切りも含めて、きちっと分かる人
といえば 80 何歳の人しかいない。所有し
ていても、皆、県に全部委託しているもの
ですから、どこが境か分からない。しかも
家を建てる場合も、ほとんどがハウスメー
カーになっていて、外国の木材がどんどん
入ってきています。私の恩師の校長先生が、
昨年、自分の山の木を切ってもらって家を
建てました。「親父も自分の山の木を切っ
て家を建てた」というのが自慢でした。校
長先生は、杉で有名な山形県最上郡金山町
の工務店が建てたのですが、「先生、今の

家はお宅の木じゃありませんね」と、家に
入ってすぐに言われたそうです。見ると分
かるのだそうです。今度は山に連れていっ
て、木をひとつずつ見て、「これは使えます、
これは駄目です」と言われたそうです。柱
にするにも、木の成長状態を考えないとい
けないのですが、ハウスメーカーの大工さ
んというのは、その理屈も分からず、どん
な木を使っても平気ですから、どうしても
弱い家になってしまう。しかも校長先生の
場合は、自分の山の木を使ったので、費用
もそれほどかかりませんでした。職人がい
なければ自然も滅びますし、自分たちの町
にお金を循環させて落とすことができませ
ん。置賜でも、金山町の工務店の人たちの
ように、理屈をちゃんと飲み込んだ職人を
作っていかないといけないという話も、水
面下ではしています。

４．利益が丸ごと地域に還元される
　　経済システム
　利益が丸ごと地域に還元される経済シス
テムは、生協でこそ実現できるのではない
かと考えています。実はこれが、私が狙っ
ている置賜自給圏です。まずは生協、生産
者、業者、住民らの出資による株式会社の
店舗の開発です。生協が 100％出資するの
ではなく、意識的に取引業者とか生産者、
組合員以外の住民にも出資してもらって新
しい会社を作り、そこで店舗開発をできな
いかということです。
　コンビニ開発こそ、生協でやるべきだっ
たと思っています。いいか悪いかはさてお
き、震災時、特に宮城にはたくさんの自主
避難所がありました。公の避難所に行けな
い人や、どこが公の避難所か分からない人
たちが、自分たちで固まって自主避難所を
運営していたのです。我々は物資を持って
行った時、壊れたコンビニの前で荷下ろし
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をしましたが、間違いなく、コンビニの前
には人が来るのです。住宅地にも近く、ひ
とつの拠点、目印になります。セブンイレ
ブンでもどこでも、いち早くヘリコプター
で物資を持って行きましたが、宣伝しか考
えていないから、公の避難所に持って行っ
ているのです。本来ならば、フランチャイ
ズで日常的にお金を吸い上げているところ
に持って行くべきでしょう。そういう意味
で、コンビニ開発というのは、ある意味で
は生協にとって必要なのではないかと思い
ます。
　３番目、障害者や高齢者も働くことがで
きる、かゆい所に手が届く商品開発ができ
るのも、生協ではないかと思います。
　共同購入のシステム開発と配送センター
の利用、これも私は震災でつくづく思った
のですが、東日本大震災の時、うちは一部
の欠品を出しましたが、共同購入はほぼ稼
働していました。しかし、隣の共立社の場
合は仙台がメインで仕分けをしているの
で、休みのところもけっこうあったのです。
その時思ったのですが、たとえばうちの共
同購入のセンターのシステムが、共立社な
りいろいろな生協と同じだったら、組合員
コードと商品コードを入力するだけで仕分
けができるのです。そういうシステムが開
発されていたら、お手伝いできることが
あったでしょう。全国のいろいろな生協と
拠点を、介護保険システムのように、班活
動も組合員活動も含めて、同じシステムに
してしまう。そうすると、災害が起きた時
にパルであろうと生活であろうと市民生協
であろうと自然派であろうと、商品をそこ
に持って行く、ないしは代替商品として他
のものと置き換えることが、協同組合間協
同でやれるのではないか。そのくらい大胆
な戦略を今、我々生協陣営は持つべきでは
ないかと思っています。確かにボランティ

アに行くことも大事ですが、やはり食品や
生活用品がすぐに欲しい人は、山ほどいる。
生協だからこそ、いち早く届けることが極
めて大事ではないでしょうか。そのために
も、共同購入のシステム開発が大事なのです。
　これは自給圏にも言えることであって、
私は自給圏にコンビニの方たちにも入って
もらいたいと考えています。ファミリー
マートにはもう入ってもらっていて、駐車
場を使って朝市をやらせてもらおうかなと
思っています。朝市の販売分を売り上げに
入れてしまうと、フランチャイズなのでい
ろいろな規制がかかってくる可能性もある
ので、駐車場を使わせてもらった謝礼を払
うというやり方で、何とかしてみたいと
思っています。うちの渡部代表と高橋代表
は「自給圏コンビニを作れないか」と言って
いますが、いずれそんな日も近いと思います。

５．生協の役割・可能性について考える
　生協が大資本に対抗できるポイントは、
非営利、公益、教育文化、流通、福祉、地
方自治、消費者、出資、運営、利用などです。
そして市民資本による最も新しい「自治体
事業」の設立です。形態は、社会福祉法人、
株式会社、ワーカーズ、一般社団法人など、
さまざまなものが考えられますが、私たち
がやることによって、「市民資本」という、
まったく新しい概念の中で、大資本に対抗
することができます。また、提携生産者へ
の共同出資による新しい「魅力ある店舗」
づくり、あるいは生協の店舗だけでなく、
生産者が独自に出店する場合や工場を作る
場合などに出資し、そこに新しい市民資本
を導入する。こういったことによって、対
大資本を実現できる可能性があるのではな
いかと思います。
　私は、生協の皆さんには、自分たちはもっ
とも社会的な存在であり、時代の先端を歩
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んでいると思っていただきたい。自治体と
かかわりをもって、自治体に対する「もう
ひとつの提言者」として、独自に提案する
ことがきわめて大事なことです。私は山形
県の行政改革委員会のメンバーになって、
今年で 4 年目です。けっこう問題発言をし
ているのですが、辞めさせられることもな
く、真面目にきちっと受け止めて下さって、
改善に結びついています。
　まちづくりを基本とした店舗戦略や共同
購入戦略を作ることも、生協の新しい役割
ではないかと思います。さらに進んで、町
の利益が地域を循環する仕組みづくり、組
合員以外の住民が何らかの形で生協関連の
事業に関係していく仕組みづくりも、した
たかにやっていただきたいと思います。

Ⅲ　コメント
　　　中嶋陽子（大阪市立大学特別研究員）

　グローバリズムの貫徹によって生み出さ
れた格差の広がりと深まりはとどまること
を知りません。そしてそれにともなって求
められるこれを修正する社会サービスに対
するアクセスや社会参加における障害や不
利益が増大しています。私の関心は、市民
社会の内部、その縁辺部、外部に沈殿、滞
留する困窮者の再度社会への包含を意図す
る「社会的包摂」についてです。
　この関心に沿って一つだけ提案させてい
ただきたいのですが、機構がめざす「もう
けを最大限地域に還元させる地域経済の仕
組みづくり」の基部に「貧困や困窮が人と
人とのつながりの中で自然な形で解消する
仕掛け」をつくっていただけないかという
点です。資料「地域資源を基礎にした“置
賜自給圏推進機構”に関する基本的な考え
方」の「自給構想の柱」、「事業内容」から
明らかなように、機構はきわめて多様な役

割を担い、大きな可能性と同時に実現に向
けての具体化方策が準備されているように
思います。大いに期待させていただきたい
と思います。

Ⅳ　座長まとめ

　すでにタイムリミットをはるかに超えて
おりますので、直ちに閉会したいと思いま
すが、資料「地域資源を基礎にした“置賜
自給圏推進機構”に関する基本的な考え方」
をご覧ください。「産直や地産地消の延長
線上に位置づく食と農、エネルギー、住宅、
教育の自給をめざす新しい地域づくり」と
いうベクトルの中で、フロアの皆さんに
ディスカッションに参加していただけたら
よかったと思っています。
　まとめとして４点申し上げておきたいと
思います。一つは、「自給圏」という言葉
についてです。言葉自体としては、内橋克
人さんの「FEC 自給圏」（F は食料、E は
エネルギー、C はケア福祉）の構想がある
くらいで、あまり市民権を得ているわけで
はありません。しかし解題で申し上げまし
たように、まだ構想の段階であるにもかか
わらず、私たちが自給圏に注目した２つ目
の理由は、それが産直、地産地消の延長線
上に位置づくものではないかという仮説を
もっているからです。
　二つには、機構の発会式での、島根県海
士町長の記念講演の演題が「若者が移住し
てくる離島」というものであったことから
もうかがえるように、機構には「新規住民
を受け入れる」という強い思いがあるとい
う点です。したがいまして、それを受ける
独自の部会があってもいいのではないかと
いう点です。もうすでに家を建ててもっと
も先進的な取り組みを準備されておられる
のが飯豊町だと理解しています。
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　三つには、農業協同組合の参加の課題で
す。昨日のシンポジウムで、コープ愛知も
広島生協連も農協の位置づけをされておら
れ、非常に参考になりました。先ほど政治
がらみのお話があったとおり、参院選が終
わった直後に農林水産省が独禁法違反の疑
いで JA おきたまに圧力をかけてきたとい
う周知の出来事がありました。「仕返し内
閣」みたいな性格の政権ですから恐ろしい
のですが、そういうこともあって農協が地
域で非常に神経質になっている状況があり
ます。それに、「自給圏」という言葉のど
こに農協が魅力を感じるかと考えると、産
地型の農協ですからもうすこし枠組みを広
げてお誘いする必要があるかなと思いま
す。「もうけを最大限地域に還元させる仕
組みづくり」をテーマとしてかかげている
わけですから、そしてその中心に座るのは
農業や林業ということになるわけですか
ら、そういう説得で迫ることが重要ではな
いでしょうか。機構とも深い人脈でつながっ
ている農協ですから、私はいずれは加わって
いただけることになるだろうと思っています。
　四つには、フロアからもコメントをいた
だきましたので、機構が株式会社の店舗を
つくるという発言についてふれておきたい
と思います。協同組合陣営が株式会社の店
舗をつくることはいわば自己否定ではない
かということになります。井上さんは本日
のご報告からもうかがえるように大変既成
概念にとらわれずに自由な発想を大切にさ
れておられる方ですから、壮大な思いが
あっての発言かなと思っております。「店
舗を株式会社で」という考えには、ひょっ
とするとつぎのような二つの思いが込めら
れているのかもしれません。店舗にのめり
込むのは止めてもっと組織購買、共同購入
に集中すべきで、店舗なんか株式会社に任
しておきましょう、というのが一つ。もう

一つは、物の購買のところの形態について
はこだわる必要はないのではないか、生協
にはもっと高度なミッション、役割がある
でしょう、たとえば置賜自給圏機構のよう
な。この点については、さらに議論を深め
なければなりませんが、時間切れです。
　大変、進め方がまずくて、がまんしてが
まんして、ついに発言できなかった人たち
がたくさんおられるのではないかと申し訳
なく思います。これで閉じさせていただき
ます。

Ⅴ　第２分科会に寄せられた
　　感想文

　寄せられた感想文からは大きくは２つの
ご意見をいただきました。
　一つは、消化不良、置賜自給圏機構がや
ろうとしていることが具体的に見えてこな
かった、座長（解題者）、報告者、コメンテー
ター、ともに時間を守れ、それぞれ自らに
与えられた役割を自覚して振る舞え、とい
うものでした。
　二つは、自由な発想で興味深かった、
協同組合と地域との連携によるバリュー
チェーンの形成」がわが生協で進めている
事業と関連付けて理解することができてよ
かった、地域での具体的な取り組みの参考
にしたい、というものでした。
　第一の「消化不良」等のご指摘は、誠に
ご指摘通りというほかはなく、座長として
責任を強く感じております。また、座長の
タイムキーパーとしての責任は大きく、第
2 分科会参加の皆さんには大変申し訳ない
ことをしたと深く反省しております。提出
された感想文の数が少なかった点にも、「消
化不良」の参加者の意向が込められている
ものと感じているところです。
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